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平成２７年１０月から共済年金は厚生年金に統一されます。 
～手当率制から標準報酬制へ移行します～ 

 
 

○ 地方公務員も厚生年金の被保険者（加入者）となります。 

「被用者年金制度の一元化等を図るための厚生年金保険法等の一部を改正する法律」により，  

平成２７年１０月から厚生年金に加入することになりました。 

○ 掛金等の算定方法が手当率制から標準報酬制に移行します。 

 今までの掛金及び給付額の算定方法は，給料月額に法令で定められた手当率１．２５を乗じて算

定する「手当率制」でしたが，平成２７年１０月から厚生年金と同様の「標準報酬制」に移行し，

実際に支給された基本給及び諸手当などを合算した額により算定します。 

○ 共済年金の３階部分（職域部分）が廃止され，新たに「年金払い退職給付」 

 が創設されます。 
  
 厚生年金の保険料とあわせて，平成２７年１０月から，別途，「年金払い退職給付」の保険料の負

担をしていただくことになります。 
 

 

 １ 標準報酬制の導入により，掛金等の計算方法が変わります！・・・・・・・・ Ｐ．２～４ 

 ２ 年金払い退職給付について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．５ 

 ３ 育児休業等における掛金等の取扱いについて・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．５～６ 

 ４ 傷病，介護等に係る給付額の取扱いについて・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．７～９ 

 ５ 任意継続組合員の掛金月額について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  Ｐ．１０ 

 ６ 年金給付に際しての所得制限（在職支給停止）の計算方法が変わります！・・  Ｐ．１１～１２ 

 ７ 住宅貸付利率について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Ｐ．１３ 
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（１）標準報酬制とは 

 原則として，毎年４月から６月までの報酬（※１）の平均額を基に「標準報酬月額」を決定（定

時決定）します。標準報酬制とは，これをその年の９月から翌年の８月までの各月の掛金・負担金

等の算定基礎とする仕組みです。 

 （※１）報酬…給料月額＋諸手当（扶養手当，地域手当，住居手当，通勤手当，管理職手当）等 

 

（２）標準報酬の決定・改定の種類 

種類 対象者 対象となる報酬 決定・改定の時期 備考 

定時決定 ７月１日現在の組

合員 

４，５，６月の報酬の平

均 

９月 当年９月から翌年８月

まで適用 

資格取得時決定 

 

新たに組合員の資

格を取得した者 

資格取得時の報酬 資格取得時 原則，資格取得時からそ

の次の決定まで適用 

随時改定 報酬の額が著しく

変動した組合員 

 

固定的給与（※２）に変

動があった月以後３ヶ

月間の報酬の平均 

固定的給与に変動が

あった月から４ヶ月

目 

２等級以上の差が必要， 

給与支払者が計算，本人

からの申し出は不要 

育児休業等 

終了時改定 

 

育児休業等の終了

した組合員 

育児休業等終了日の翌

日が属する月以後の３

ヶ月間の報酬の平均 

育児休業等終了日の

翌日が属する月から

４ヶ月目 

本人からの申し出が 

必要 

産前産後休業 

終了時改定 

産前産後休業を終

了した組合員 

産前産後休業終了日の

翌日が属する月以後の

３ヶ月間の報酬の平均 

産前産後休業終了日

の翌日が属する月か

ら４ヶ月目 

本人からの申し出が 

必要 

保険者算定…上記の方法では組合員にとって著しく不当となる場合については，一定の条件下で保険 

      者権限により再計算することが認められています。該当すると思われる場合は，共済組 

      合にご相談ください。 

（※２）固定的給与…給料，扶養手当，地域手当，住居手当，通勤手当，管理職手当等 

 
（３）定時決定の場合の掛金・保険料の計算方法 

４月の報酬 ５月の報酬 ６月の報酬 

給料 

実際の手当 
（扶養手当， 

時間外勤務手当， 

通勤手当等） 

給料 

実際の手当 
（扶養手当， 

時間外勤務手当， 

通勤手当等） 

給料 

実際の手当 
（扶養手当， 

時間外勤務手当, 

通勤手当等） 

 

   ４月～６月の報酬の平均額＝報酬月額  

 

 

                       

               ×  掛金率 ＝ 組合員の掛金・保険料 

 

標準報酬等級表に当てはめる 

掛金等の算定基礎 

 標準報酬月額 

 

１ 標準報酬制の導入により，掛金等の計算方法が変わります！ 
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（４）導入時（平成２７年１０月～平成２８年８月まで）の標準報酬月額について 

導入時（平成２７年１０月～平成２８年８月まで）は経過措置として，平成２７年６月の報酬に

基づき標準報酬月額を決定します。 

ただし，次に該当する場合は，それぞれの算定方法で導入時の標準報酬月額を算定しています。 

 

ア 平成２７年６月の報酬の一部又は全部が支給されない場合 

 当該不支給の事由が発生する直前の報酬に基づき算定 

 

イ 平成２７年７月～平成２７年９月に固定的給与の変動があった場合（平成２７年６月以降に

育児部分休業を取得している場合を含む。） 

   固定的給与に変動があった月の報酬に基づいて算定 

  

 ウ 平成２７年６月の報酬が他の月と比べて著しく高額である場合 

   過去１年間の報酬の平均に基づいて算定 

 

 今回の算定の結果については，１０月の給与支給明細書に標準報酬月額及び等級を記載しますの

で，ご確認ください。また，今後，標準報酬月額の決定・改定があった場合も，給与支給明細書に

記載しますので，併せてご案内致します。 

 

＜参考＞標準報酬等級表                         

等級 
標準報酬 

月額 
報酬月額 等級 

標準報酬 

月額 
報酬月額 等級 

標準報酬 

月額 
報酬月額 

1 98,000 101,000未満 16 260,000 250,000以上 270,000未満 31 650,000 635,000以上 665,000未満 

2 104,000 101,000以上 107,000未満 17 280,000 270,000以上 290,000未満 32 680,000 665,000以上 695,000未満 

3 110,000 107,000以上 114,000未満 18 300,000 290,000以上 310,000未満 33 710,000 695,000以上 730,000未満 

4 118,000 114,000以上 122,000未満 19 320,000 310,000以上 330,000未満 34 750,000 730,000以上 770,000未満 

5 126,000 122,000以上 130,000未満 20 340,000 330,000以上 350,000未満 35 790,000 770,000以上 810,000未満 

6 134,000 130,000以上 138,000未満 21 360,000 350,000以上 370,000未満 36 830,000 810,000以上 855,000未満 

7 142,000 138,000以上 146,000未満 22 380,000 370,000以上 395,000未満 37 880,000 855,000以上 905,000未満 

8 150,000 146,000以上 155,000未満 23 410,000 395,000以上 425,000未満 38 930,000 905,000以上 955,000未満 

9 160,000 155,000以上 165,000未満 24 440,000 425,000以上 455,000未満 39 980,000 955,000以上 1,005,000未満 

10 170,000 165,000以上 175,000未満 25 470,000 455,000以上 485,000未満 40 1,030,000 1,005,000以上 1,055,000未満 

11 180,000 175,000以上 185,000未満 26 500,000 485,000以上 515,000未満 41 1,090,000 1,055,000以上 1,115,000未満 

12 190,000 185,000以上 195,000未満 27 530,000 515,000以上 545,000未満 42 1,150,000 1,115,000以上 1,175,000未満 

13 200,000 195,000以上 210,000未満 28 560,000 545,000以上 575,000未満 43 1,210,000 1,175,000以上 

14 220,000 210,000以上 230,000未満 29 590,000 575,000以上 605,000未満 

15 240,000 230,000以上 250,000未満 30 620,000 

 

（厚年・退職）605,000以上 

（短期）605,000以上 635,000未満 

                                

 

 

 

 

 

短期のみ 

（単位：円） 

31 等級から 43 等級まで

は短期掛金のみ適用 
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（５）平成２７年１０月以降の掛金・保険料率 について 

                              （単位：千分比（‰）） 

 
掛金・保険料の種類 

 

 
種別 

 
２７年９月まで ２７年１０月以降 

短期掛金 
（健康保険相当） 

給料（9月まで) 
標準報酬月額（10月以降） 

 ６１．２５ 
 ４１．０ 

期末勤勉手当（9月まで) 
標準期末手当等の額（10月以降） 

 ４９．０ 

介護掛金 
（介護保険相当） 

給料（9月まで) 
標準報酬月額（10月以降） 

  ７．５ 
  ５．２ 

期末勤勉手当（9月まで) 
標準期末手当等の額（10月以降） 

  ６．０ 

福祉掛金 
（共済組合の保健事業 

充当する掛金） 

給料（9月まで) 
標準報酬月額（10月以降） 

  ２．３５ 
  １．３４ 

期末勤勉手当（9月まで) 
標準期末手当等の額（10月以降） 

  １．８８ 

長期掛金(9月まで) 
厚生年金保険料等 
     (10月以降) 

（年金相当） 

給料（9月まで) 
標準報酬月額（10月以降） 

１０７．９８７５ 

 ８６．３９  
期末勤勉手当（9月まで) 
標準期末手当等の額（10月以降） 

 ８６．３９ 

標準報酬月額・標準期末手当等の額 
（年金払い退職給付分） 

   ―   ７．５ 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 実際に１０月からの掛金・保険料がいくらになるか計算してみましょう！ 

     

 

 

 

 

                          

 
(6箇月分の定期代 60,000円の場合，1箇月平均で算定)    
 
 
 

 

掛金・保険料の種類 標準報酬月額 
掛金・保険料率
（千分比：‰） 

掛金・保険料額 

短期掛金 ３８０，０００円  ４１．０ １５，５８０円 
介護掛金 ３８０，０００円   ５．２  １，９７６円 
福祉掛金 ３８０，０００円   １．３４    ５０９円 

厚生年金保険料 ３８０，０００円   ８６．３９ ３２，８２８円 
年金払い退職給付 ３８０，０００円   ７．５  ２，８５０円 

合計 ５３，７４３円 
 

報酬月額 

371,400円 

標準報酬月額

380,000円 

（第 22等級） 

給料     270,000円 

地域手当    27,000円 

扶養手当    13,900円 

住居手当     10,500円 

時間外勤務手当 40,000円 

通勤手当       10,000円 

 

～共済花子さんの場合～ 

 

 

標準報酬等級表に当てはめると… 

報酬月額 

371,400円 
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 年金払い退職給付とは，共済年金の職域年金相当部分（いわゆる３階部分）廃止後の，新たな年

金として支給されるものです。（詳細につきましては，平成２７年３月発行の共済組合ニュース及び

共済組合から近日中にお配りするパンフレットをご覧ください。） 

 新たに徴収することとなる保険料は労使折半となり，皆さんに新たに負担いただく保険料の保険

料率は以下のとおりです。 

 

 平成２７年１０月から平成２８年３月までの保険料率（単位：千分比（‰）） 

 平成２７年１０月以降 

標準報酬月額 

７．５ 
標準期末手当等の額 

 

 

 

 

（１）育児部分休業取得者の長期掛金免除の廃止 参考：福利厚生の本Ｐ１５ 

  これまで，育児部分休業取得者の長期掛金については，部分休業取得中は免除としておりまし

たが，当該免除措置が廃止され，平成２７年１０月分から厚生年金保険料として徴収が始まりま

す。 

   

（２）育児休業手当金 参考：福利厚生の本Ｐ１４ 

 育児休業を取得する組合員に対し，原則，育児休業開始日から子が１歳（１歳に達した日後の期

間について育児休業が必要と認められるものとして総務省令に該当するときは１歳６箇月）に達す

る日までの育児休業期間に支給します。 

 標準報酬制への移行に伴い，平成２７年１０月から以下のとおり給付額の計算方法が変更になり

ます。 

 

平成２７年９月まで 

 給料日額×１．２５×５０／１００（※）×育児休業取得日数 

 （※）支給開始日から１８０日間は，６７／１００ 

 

平成２７年１０月以降 

 標準報酬日額×５０／１００（※）×育児休業取得日数 

 （※）支給開始日から１８０日間は，６７／１００ 

     標準報酬日額＝標準報酬月額÷２２（１０円未満四捨五入） 

 

 

 

３ 育児休業等における掛金等の取扱いについて 
 

２ 年金払い退職給付について 
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  （３）３歳未満の子を養育している期間の特例（本人からの申し出が必要） 

 ３歳未満の子を養育している組合員の標準報酬月額が，養育期間前の標準報酬月額を下回る場

合に，共済組合に申し出をしたときは，その子が３歳に達するまでの間，年金額は養育期間前の

高い標準報酬月額で計算されます。 

  なお，短期給付の算定の基礎となる標準報酬月額には当該特例は適用されません。 

 

             

               

　掛金を算定するときの標準報酬月額
　年金を計算をするときの標準報酬月額

３箇月 　　　　　　育児休業等終了時改定

従前標準報酬月額の保証

産前産後休業中 育休中

　　 　　出産 復帰

３歳未満の子を養育

従前の報酬額 （無給）

部分休業等により，下がった報酬額

掛金等免除

 

  →１－（２）に記載の「育児休業等終了時改定」，「産前産後休業終了時改定」及び上記「３歳未 

  満の子を養育している期間の特例」に係る申し出に係る様式は，今後共済組合のホームページ 

  に掲載する予定です。 

     それまでの間は，共済組合から様式を送付しますので，ご連絡ください。 

 

イメージ図（一例） 
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（１）傷病手当金 参考：福利厚生の本Ｐ１９ 

 組合員が公務以外の病気やケガのため連続して３日以上仕事を休んだとき，同一の疾病について

１年６箇月（結核性呼吸器病の場合は３年）を限度として傷病手当金を支給します。（給料又は報酬

が支給されている場合は，支給されている給料又は報酬の額に応じて減額されます。） 

 標準報酬制への移行に伴い，平成２７年１０月から以下のとおり給付額の計算方法等が変更にな

ります。 
 

平成２７年９月まで 

 １日につき給料日額×１．２５×２／３ 

  

 平成２７年１０月以降 

 １日につき標準報酬日額×２／３ 

  

 これまでは，長期休職者については，休職給が不支給となる休職３年目から傷病手当金の支給 

が始まることがほとんどでしたが，今後は休職給が支給されている場合でも，傷病手当金の額が 

休職給の額を上回った時点から支給期間（１年６箇月（結核性呼吸器病の場合は３年）を限度） 

が始まります。（給付には申請が必要） 

 

 ⇒多くのケースでは，休職２年目に入った場合など給料が３分の２になった時点で傷病手当金の

額が報酬の額を上回り，支給が開始されます。 

※地方公務員等共済組合法の一部改正により，平成２８年４月にも計算方法の変更が予定されています。 

 

【休職を３年間継続した後，退職する方の支給のイメージ】 

 

平成２７年９月まで 

 

 

 

 

 

 
 
 

平成２７年１０月以降 

（休職２年目当初から支給開始の場合） 

 

 

 

 

 

４ 傷病，介護等に係る給付額の取扱いについて 
 

休職給 

１００％ 

休職１年

目 

休職給 

２／３ 

休職２年

目 

傷病 

手当金 

休職３年目６箇月

間 

 

傷病手当金 

休職給 

１００％ 

休職１年

目 

休職給 

２／３ 

休職２年

目 

傷病手当金 

休職３年

目 

傷病 

手当金 

退職後６箇月間 
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（２）高額療養費，一部負担金払戻金，家族療養費附加金 参考：福利厚生の本Ｐ１９ 

 組合員，被扶養者が１箇月に同一の医療機関（入院と外来は別，医科と歯科は別）で支払った保

険診療分の自己負担額が一定額を超えた場合に支給します。 

  標準報酬制への移行に伴い，平成２７年１０月から以下のとおり収入の区分が変更になります。 

  ※現在，「限度額適用認定証」をお持ちで，区分の変更により自己負担限度額が変わる方について 

   は，１０月下旬頃共済組合から新しい「限度額適用認定証」をお送りします。 

区分の変更 
（高額療養費） 

自己負担限度額 

（一部負担金払戻金， 

家族療養費附加金） 

基準額 

（平成２７年９月まで） 

給料月額 

（平成２７年１０月以降） 

標準報酬月額 

664千円以上 830千円以上 
252,600円＋ 

（総医療費－842,000円）×1％ 
50,000円 

424千円以上 530千円以上 
167,400円＋ 

（総医療費－558,000円）×1％ 

224千円以上 280千円以上 
80,100円＋ 

（総医療費－267,000円）×1％ 
25,000円 

224千円未満 260千円以下 57,600円 

住民税非課税 住民税非課税 35,400円 

 

（３）介護休業手当金 参考：福利厚生の本Ｐ２０ 

 介護休業を取得する組合員に対し，介護休業開始日から起算して３箇月を限度として支給します。

（半日単位の介護休暇は支給対象外） 

標準報酬制への移行に伴い，平成２７年１０月から以下のとおり給付額の計算方法が変更になり

ます。 

平成２７年９月まで 

 １日につき給料日額×１．２５×４０／１００×介護休業取得日数 

 ただし，傷病手当金の支給がある場合はその間は支給しない。また，給料との調整あり。 

 

平成２７年１０月以降 

 １日につき標準報酬日額×４０／１００×介護休業取得日数 

 ただし，傷病手当金の支給がある場合はその間は支給しない。また，給料との調整あり。 

 

（４）災害見舞金 参考：福利厚生の本Ｐ２０ 

 組合員が水震災害その他の非常災害により住居や家財に１／３以上の損害を受けたときに支給

します。 

標準報酬制への移行に伴い，平成２７年１０月から以下のとおり給付額の計算方法が変更になり

ます。 

平成２７年９月まで 

 損害の程度により，給料月額×１．２５の０．５～３箇月分 

 

平成２７年１０月以降 

 損害の程度により，標準報酬月額の０．５～３箇月分 
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（５）弔慰金（家族弔慰金）参考：福利厚生の本Ｐ２０ 

組合員，被扶養者が水震災害その他の非常災害により死亡したときに支給します。 

標準報酬制への移行に伴い，平成２７年１０月から以下のとおり給付額の計算方法が変更になり

ます。 

 

平成２７年９月まで 

 組 合 員：給料月額×１．２５  

 被扶養者：給料月額×１．２５×０．７ 

平成２７年１０月以降 

 組 合 員：標準報酬月額          

 被扶養者：標準報酬月額×０．７ 

 

（６）高齢受給者制度  参考：福利厚生の本Ｐ２５ 

 ７０歳を迎えられた方で後期高齢者医療制度の対象者でない組合員及び被扶養者は，「高齢受給

者」として，医療費の自己負担割合が異なります。 

 標準報酬制への移行に伴い，平成２７年１０月から以下のとおり収入の区分が変更になります。 

 ※現在，「高齢受給者証」をお持ちで，区分の変更により自己負担割合が変わる方については， 

  １０月下旬頃共済組合から新しい「高齢受給者証」をお送りします。 

 

平成２７年９月まで 

  ア 組合員が７０歳になった場合 

給料月額２２万４千円未満 給料月額２２万４千円以上 

１割または２割※ ３割 

  イ 被扶養者が７０歳になった場合 

組合員の年齢が７０歳未満 

組合員の年齢が７０歳以上 

給料月額 

２２万４千円未満 

給料月額 

２２万４千円以上 

１割または２割※ １割または２割※ ３割 

 

平成２７年１０月以降 

  ア 組合員が７０歳になった場合 

標準報酬月額２８万円未満 標準報酬月額２８万円以上 

１割または２割※ ３割 

  イ 被扶養者が７０歳になった場合 

組合員の年齢が７０歳未満 

組合員の年齢が７０歳以上 

標準報酬月額 

２８万円未満 

標準報酬月額 

２８万円以上 

１割または２割※ １割または２割※ ３割 

       ※誕生日が昭和１９年４月２日以降の方：２割 

        誕生日が昭和１４年４月２日から昭和１９年４月１日までの方：１割 
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 退職後，任意継続組合員として共済組合にご加入いただく方について，標準報酬制への移行に伴

い，平成２７年１０月から以下のとおり掛金額の取扱いが変わります。 

 

（１）平成２７年９月３０日までに退職 

  以下のうちいずれか少ない額×掛金率 

         （平成２７年度掛金率：127.2/1000【短期分】，15.0/1000【介護分】） 

  ア 任意継続組合員の退職時の給料の額 

イ 毎年１月１日における当共済組合の全組合員（任意継続組合員を除く。）の給料の額の平均

額（平成２７年１月１日における平均額は 335,000 円。） 

 

（２）平成２７年１０月１日以降に退職 

  以下のうちいずれか少ない額×掛金率 

         （平成２７年度掛金率：84.68/1000【短期分】，10.4/1000【介護分】） 

ア 任意継続組合員の退職時の標準報酬月額 

イ 毎年 1 月 1 日における当共済組合の全組合員（任意継続組合員を除く。）の標準報酬月額

の平均額 

 ただし，当面は移行期の経過措置があるため，以下のとおりとなります。 

 平成27年

9 月まで 
平成 27 年 10 月～平成 28 年 3 月分 平成 28 年 4 月～平成 29 年 3 月分 

平成 27 年

9 月 30 日

以 前 に 退

職した者 

上記（１）

のとおり 

上記（１）の取扱いを継続 以下のうちいずれか少ない額×掛金

率（平成 28 年度の掛金率は未定） 

a 任意継続組合員の退職時の給料

の額×1.25 

b 平成 28 年 1 月 1 日における当共

済組合の全組合員（任意継続組合員

を除く。）の標準報酬月額の平均額 

平成 27 年

10 月 1 日

以 降 に 退

職した者 

 以下のうちいずれか少ない額×掛

金率（ 84.68/1000【短期分】），

10.4/1000【介護分】） 

a  任意継続組合員の退職時の標準

報酬月額 

b  平成 27年 1月 1日における当共

済組合の全組合員（任意継続組合

員を除く。）の給料の額×1.25 の

平均額（418,750 円） 

上記（２）のとおり 

（平成 28 年度の掛金率は未定） 

 

 

 

 

５ 任意継続組合員の掛金月額について 参考：福利厚生の本Ｐ８５ 
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 老齢厚生年金又は退職共済年金の受給権者が以下のいずれかになったときは，年金と給料等の額

が一定の基準額を超えると，年金の一部又は全部が支給停止されます。 

（１）厚生年金保険の被保険者（厚生年金適用事業所に勤める７０歳以上の方を含む） 

   ※ 京都市職員共済組合の組合員も，平成２７年１０月以降は厚生年金保険の被保険者とな

ります。 

（２） 私立学校教職員共済制度の加入者（７０歳以上の特定教職員を含む） 

（３） 国会議員，地方議会議員 

 

 被用者年金制度の一元化前は，受給権者が共済組合員又は厚生年金被保険者であるかによって，

在職支給停止の計算方法が異なっておりましたが，平成２７年１０月の一元化以降は共済年金制度

が厚生年金保険制度に統一されることに伴い，在職支給停止の計算方法も統一されることとなりま

した。 

 

 

 

① 共済年金と厚生年金との合算額に基づいて計算します。 

   これまでは，共済年金と厚生年金，それぞれ個別に支給停止額を計算していましたが，平成 

  ２７年１０月以降は共済年金と厚生年金の合算額（年金基本月額）を基に計算し，算出した支 

  給停止額をそれぞれの年金額で按分して停止することとなります。 

※ 「年金基本月額」には，職域年金相当部分・加給年金額・経過的職域加算額は含みません。 

   

② ６５歳未満の受給者の停止基準額が４７万円から２８万円に変更されます。    

これまでは，年金と給料等の合計額が月額４７万円を超えた場合に年金の支給が停止されて

いましたが，平成２７年１０月以降は，月額２８万円を超えた場合に支給が停止されます。 

 

 

    （現在支給停止になっていない方も，一元化後は一部支給停止になることがあります。） 

 

 

 

 

 

 

 

  年金基本月額とは・・・ 

    （退職共済年金＋老齢厚生年金）×１/１２ 

      ※ 職域年金相当部分・加給年金額・経過的職域加算額は除く。 

 

６ 年金給付に際しての所得制限（在職支給停止）の計算方法が変わります！ 
 

したがって，年金の支給停止額が増えることがあります。 

☆ 大きな変更点 

 

☆ 一元化後の在職支給停止の計算方法 

☆  

【平成２７年１０月以降の支給停止額の基本的な算定式】 

支給停止額＝（年金基本月額＋総報酬月額相当額－停止基準額）×１/２ 
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  総報酬月額相当額とは・・・ 

    標準報酬月額＋過去１年分の標準賞与額等の総額×１/１２ 

 

【６５歳未満の場合】 

年金基本月額と 

総報酬月額相当額の合計額 
支 給 月 額 

２８万円以下 年金基本月額（全額支給） 

２８万円超え  

 

年金基本月額が 28万円以下 

総報酬月額相当額が 47万円以下 

年金基本月額－（年金基本月額＋総報酬月額相当額－28 万円） 

×1/2 

年金基本月額が 28万円以下 

総報酬月額相当額が 47万円超え 

年金基本月額－｛（年金基本月額＋４７万円－28 万円）×1/2 

＋（総報酬月額相当額－47万円）｝ 

※ 年金基本月額が２８万円を超える場合は，当共済組合までお問い合わせください。 

※ 停止基準額「２８万円・４７万円」は平成２７年度の額。賃金や物価の変動によって改定される場合があ 

ります。  

【６５歳以上の場合】 

年金基本月額と 

総報酬月額相当額の合計額 
支 給 月 額 

４７万円以下 年金基本月額（全額支給） 

４７万円超え 
年金基本月額－（年金基本月額＋総報酬月額相当額－47 万円） 

×1/2 

※ 停止基準額「４７万円」は平成２７年度の額。賃金や物価の変動によって改定される場合があります。 

※ 計算の結果，支給月額がゼロ又はマイナスになった場合は，加給年金額も支給停止されます。 

 （注）公務員（組合員）として勤務されている場合は，年齢に関わらず，計算された停止額の 

    ほかに，これまでと同じように職域年金相当部分（経過的職域加算額）は全額支給停止 

    となります。 
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共済組合の貸付利率は、国の財政融資資金利率（※１）を基準に設定されています。 

５年に一度の年金に係る財政再計算に伴う国における関係規程の一部改正により，平成２７年１

０月から以下のとおり利率の基準の一部が変更になります。 

なお，現在は最も低い利率が適用されており，これに伴う現行の貸付金利率（住宅貸付：２．６

６％，災害貸付２．２２％，介護貸付２．４％）の変更はありません。 

 

平成２７年９月まで 

 

財政融資資金利率（※１） 住宅貸付 災害貸付 介護加算 

①年４．１％以上 ４．３６％ ３．６３％ ４．１％ 

②年２．４％超４．１％

未満 

基準日（※２）の財

政融資資金利率＋

０．２６％ 

左記×１２分の１０ 基準日（※２）の

財政融資資金利率 

③年２．４％以下 ２．６６％ ２．２２％ ２．４％ 

 

 

平成２７年１０月以降 

 

財政融資資金利率（※１） 住宅貸付 災害貸付 介護加算 

①年４．２％以上 ４．４６％ ３．７２％ ４．２％ 

②年２．４％超４．２％

未満 

基準日（※２）の財

政融資資金利率＋

０．２６％ 

左記×１２分の１０ 基準日（※２）の

財政融資資金利率 

③年２．４％以下 ２．６６％ ２．２２％ ２．４％ 

（※１）財政融資資金利率：預託期間が１０年の預託金に係るもので財務大臣が定める利率 

    （平成２７年９月末現在０．４％） 

（※２）基準日：４月１日（７月１日からの適用）及び１０月１日（翌年の１月１日からの適用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

発行：京都市職員共済組合 

住所：〒604-8571 中京区寺町通御池上る上本能寺前町 488 

電話：075-222-3240（共済企画・年金担当） 

       3239（保健担当） 

７ 住宅貸付利率について 


